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入間市国民健康保険特別会計決算報告書（案）  

 

〔 総 括 〕 

平成 28 年度の入間市国民健康保険特別会計決算は、歳入総額 18,882,294,539 円から、歳出総額

18,609,729,575円を差し引いた形式収支額で 272,564,964円の黒字となり、前年度の形式収支額 156,711,937

円を差し引いた単年度収支額でも 115,853,027円の黒字となりましたが、その他一般会計繰入金 780,769,578

円を差し引き、基金積立金 39,108円を加えた実質単年度収支では、664,877,443円の赤字となります。 

国民健康保険事業の運営はたいへん厳しい状況にありますが、更に慎重な対応と健全運営を図ってまいりま

す。 

【被保険者の状況】 
区 分 前年度末現在 本年度中の増減 本年度末現在 

加入割合 

（本年度末現在） 

世 帯 数 
（926世帯） （△389世帯） （537世帯） （0.84％） 

24,262世帯 △857世帯 23,405世帯 36.62％ 

被保険者数 
（1,241人） （△536人） （705人） （0.47％） 

41,510人 △2,405人 39,105人  26.29％ 

※ H29.4.1現在の市全体の世帯数と人口 63,906世帯、148,733人 

※ （  ）内は退職者医療制度対象者の再掲 

〔 歳 入 〕 

歳入の構成割合は、国民健康保険税 3,597,533,954円（19.1％）、国庫支出金 3,632,533,030円（19.2％）、

退職者医療制度に係る被用者保険からの拠出金を財源とする療養給付費等交付金 372,076,603円（2.0％）、

前期高齢者の医療費を各保険者間で財政調整するための前期高齢者交付金 4,569,123,623円（24.2％）、県支

出金 1,084,100,691円（5.7％）、全医療費の再保険制度である共同事業交付金 4,012,343,361円（21.2％）、

繰入金 1,380,000,000円（7.3％）、繰越金 156,711,937円（0.8％）、その他 77,871,340円（0.5％）です。 

国民健康保険税については、現年課税分では入間市国民健康保険運営協議会からの答申を受け、税負担の

公平性を図ることを目的に 17年振りに実施した平成 27年度の税率改定の効果はあるものの、被保険者数の

減少等により、前年度対比 134,642,056円（3.9％）の減少となりました。収納率については前年度の 92.8％

より 1.2ポイント上回る 94.0％となりました。また、滞納繰越分では、収納率 25.1％で前年度の 22.3％と

比較して 2.8ポイント上回りました。 

国庫支出金については、前年度対比 144,512,162円（3.8％）減少となりましたが、保険者の経営努力に応

じて算定される交付金等 1億 3,365万 5千円を獲得しています。療養給付費等交付金は、退職者医療制度の

経過措置の終了に伴う退職被保険者等数の減少により、前年度対比 216,530,397円（36.8％）の減少となり

ました。前期高齢者交付金は、前年度対比180,391,709円（3.8％）、共同事業交付金は、前年度対比156,481,254

円（3.8％）、繰越金は、前年度対比 472,904,790円（75.1％）の減少となりました。 

《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課）、収税課、 

健康管理課、地域保健課（旧：健康福祉課） 
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一方、県支出金は、前年度対比 55,062,756円（5.4％）、繰入金は、前年度対比 130,000,000円（10.4％）

の増加となりました。 

歳入全体では、前年度決算対比で 1,133,668,565円（5.7％）の減少となりました。   
【保険税調定額及び収納の状況】 
現年度課税分（一般・退職） 

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 年間平均世帯数 

3,536,233,800円 3,325,261,052円 17,500円 210,955,248円 94.03％ 24,061世帯  
滞納繰越分（一般・退職） 

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

1,085,068,039円 272,272,902円 121,933,108円 690,862,029円 25.09％ 
 

〔 歳 出 〕 

歳出の構成割合は、保険給付費10,722,161,657円（57.6％）、後期高齢者支援金等2,287,623,291円（12.3％）、

介護納付金 843,172,206円（4.5％）、共同事業拠出金 4,342,942,064円（23.3％）、保健事業費 200,938,619

円（1.2％）、その他 212,891,738円（1.1％）です。 

歳出の大半を占める保険給付費については、前年度を大きく下回り、前年度対比 685,721,124円（6.0％）

の減少となりました。後期高齢者支援金等は、前年度対比 127,222,471円（5.3％）、介護納付金は、前年度

対比 65,150,914円（7.2％）の減少となりました。 

一方、共同事業拠出金については、前年度対比 39,694,562円（0.9％）の増加となりました。 

結果、歳出全体では、前年度決算対比で 1,249,521,592円（6.3％）の減少となりました。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ２ 保険給付費 [項] １ 療養諸費 [目] １ 一般被保険者療養給付費 

【事業名】 大・中・小事業 療養給付費保険者負担金 

予算現額 8,989,323,000円 決算額 8,942,803,029円 予算執行率 99.48％ 

計画等  前年度決算額 9,426,975,433円 比較増減 △484,172,404円 

事業概要 

一般被保険者の傷病に対して、療養の給付を行う制度です。 
執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

一般被保険者療養給付費保険者負担金   8,942,803,029円 

２ 内 容 

国民健康保険の一般被保険者が安心して医療サービスを受けられるよう、次のとおり保険給付を行いま

した。 

《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課）、収税課 
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区 分 件 数 日 数 等 費 用 額 保険者負担金 

入 院 7,433件 119,351日 4,123,254,842円 3,027,749,756円 

入院外 298,734件 670,692日 4,333,863,702円 3,173,122,336円 

歯 科 74,068件 141,535日 880,583,560円 641,127,169円 

調 剤 204,592件 (249,812枚) 2,600,014,285円 1,909,497,943円 

食事療養・生活療養 (7,071件) （311,440回) 207,243,687円 126,013,802円 

訪問看護 949件 4,822日 56,877,080円 41,440,878円 

合 計 585,776件 936,400日 12,201,837,156円 8,918,951,884円 

※ 保険者負担額と決算額との差 23,851,145円は、第三者納付金等を差し引いているためです。 

23,851,145円の内訳は、第三者納付金 19,005,926円、返納金 4,730,963円、食事差額 121,710円、指定

公費△7,454円です。 

※ （  ）内の数値は、合計欄の数値に含みません。 

３ 評 価 

一般被保険者の療養給付費は、被保険者数の減少に伴い、給付件数は前年度対比 17,926件減少し、また、

診療報酬改定の影響から一人当たり医療費が減少したことにより、決算額は前年度対比 5.1％の減少とな

りました。療養給付費全体の 37.3％を 70歳以上 75歳未満の方が占めています。 
レセプト点検の実施により、適正に支出することができました。  

 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ２ 保険給付費 [項] １ 療養諸費 [目] ２ 退職被保険者等療養給付費 

【事業名】 大・中・小事業 療養給付費保険者負担金 

予算現額 261,767,000円 決算額 237,455,786円 予算執行率 90.71％ 

計画等  前年度決算額 365,049,874円 比較増減 △127,594,088円 

事業概要 

退職被保険者等の傷病に対して、療養の給付を行う制度です。 
執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

退職被保険者等療養給付費保険者負担金   237,455,786円 

２ 内 容 

国民健康保険の退職被保険者等が安心して医療サービスを受けられるよう、次のとおり保険給付を行い

ました。 

区 分 件 数 日 数 等 費 用 額 保険者負担金 

入 院 157件 2,187日 86,305,633円 60,434,943円 

入院外 8,012件 12,031日 146,724,912円 102,726,644円 

歯 科 2,271件 4,327日 25,366,110円 17,761,943円 

調 剤 5,483件 (6,655枚) 73,655,566円 51,570,387円 

食事療養・生活療養 (154件) (5,637回) 3,681,498円 2,281,817円 

訪問看護 20件 123日 1,234,890円 864,423円 

合 計 15,943件 18,668日 336,998,609円 235,640,157円 

※ 保険者負担額と決算額との差 1,815,629円は、第三者納付金等を差し引いているためです。 
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1,815,629円の内訳は、第三者納付金 1,708,299円、返納金 84,630円、食事差額 22,700円です。 

※（  ）内の数値は、合計欄の数値に含みません。 

３ 評 価 
退職被保険者等の療養給付費は、平成 26年度末に退職者医療制度の経過措置が終了したのに伴い、被保

険者数が減少していることから、前年度対比で給付件数は8,641件、決算額は35.0％の減少となりました。 
レセプト点検の実施により、適正に支出することができました。  

 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ２ 保険給付費 [項] １ 療養諸費 [目] ３ 一般被保険者療養費 

【事業名】 大・中・小事業 療養費保険者負担金 

予算現額 172,153,000円 決算額 171,899,590円 予算執行率 99.85％ 

計画等  前年度決算額 178,504,609円 比較増減 △6,605,019円 

事業概要 

一般被保険者の柔道整復等に対して、療養費の支給を行う制度です。 
執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

一般被保険者療養費保険者負担金   171,899,590円 

２ 内 容 

国民健康保険の一般被保険者が安心して医療サービスを受けられるよう、次のとおり保険給付を行いま

した。 

種  別 件  数 費 用 額 保険者負担額 

診 療 費 523件 11,040,580円 7,773,238円 

治療用器具(ｺﾙｾｯﾄ等) 356件 15,434,579円 11,421,571円 

柔道整復 21,441件 178,604,653円 129,811,380円 

あんま・マッサージ 678件 20,191,365円 15,058,403円 

はり・きゅう 508件 5,448,920円 4,158,680円 

特別療養費 0件 0円 0円 

合  計 23,506件 230,720,097円 168,223,272円 

※ 保険者負担額と決算額との差 3,676,318円は、第三者納付金等を差し引いているためです。 

3,676,318円の内訳は、第三者納付金 133,986円、返納金 6,160円、指定公費 3,536,172円です。 

３ 評 価 

一般被保険者の療養費は、被保険者数の減少に伴い、前年度対比で給付件数は 363件、決算額は 3.7％

の減少となりました。療養費全体の 33.7％を 70歳以上 75歳未満の方が占めています。 
平成 26年度よりレセプト点検のチェック体制を強化し、適正に支出することができました。      
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 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ２ 保険給付費 [項] １ 療養諸費 [目] ４ 退職被保険者等療養費 

【事業名】 大・中・小事業 療養費保険者負担金 

予算現額 3,840,000円 決算額 3,720,202円 予算執行率 96.88％ 

計画等  前年度決算額 6,295,222円 比較増減 △2,575,020円 

事業概要 

退職被保険者等の柔道整復等に対して、療養費の支給を行う制度です。 
執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 
退職被保険者等療養費保険者負担金   3,720,202円 

２ 内 容 
国民健康保険の退職被保険者等が安心して医療サービスを受けられるよう、次のとおり保険給付を行い

ました。 
種  別 件  数 費 用 額 保険者負担額 

診 療 費 2件 50,990円 35,693円 

治療用器具(ｺﾙｾｯﾄ等) 9件 392,625円 274,835円 

柔道整復 574件 4,443,022円 3,110,045円 

あんま・マッサージ 7件 320,105円 224,071円 

はり・きゅう 12件 107,940円 75,558円 

合  計 604件 5,314,682円 3,720,202円  
３ 評 価 

退職被保険者等の療養費は、平成 26年度末に退職者医療制度の経過措置が終了したのに伴い、被保険者

数が減少していることから、前年度対比で支給件数は 436件、決算額は 40.9％の減少となりました。 
平成 26年度よりレセプト点検のチェック体制を強化し、適正に支出することができました。  

 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ２ 保険給付費 [項] ２ 高額療養費 [目] １ 一般被保険者高額療養費 

【事業名】 大・中・小事業 高額療養費負担金 

予算現額 1,230,512,000円 決算額 1,229,136,301円 予算執行率 99.89％ 

計画等  前年度決算額 1,276,110,461円 比較増減 △46,974,160円 

事業概要 

 一般被保険者の医療費の自己負担分が限度額を超えた場合、その超えた分を支給する制度です。 

執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 
一般被保険者高額療養費負担金   1,229,136,301円 
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２ 内 容 
一部負担金が自己負担限度額を超える一般被保険者の世帯に対し、負担額の軽減を図るため、次のとお

り保険給付を行いました。 
年 度 件 数 負 担 額 

平成 28年度 22,605件 1,227,270,599円 

平成 27年度 22,338件 1,272,791,574円 

※ 負担額と決算額との差 1,865,702円は、第三者納付金等を差し引いているためです。 

1,865,702円の内訳は、第三者納付金 987,108円、返納金 878,594円です。 

３ 評 価 

一般被保険者の高額療養費は、前年度対比で支給件数は 267件と増加しましたが、決算額は 3.7％の減

少となりました。 

高額療養費全体の 30.1％を 70歳以上 75歳未満の方が占めています。 

限度額適用認定証の発行により、医療機関等の窓口での一時的な負担を軽減することで、被保険者の利

便の向上を図ることができました。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ２ 保険給付費 [項] ２ 高額療養費 [目] ２ 退職被保険者等高額療養費 

【事業名】 大・中・小事業 高額療養費負担金 

予算現額 44,968,000円 決算額 40,949,666円 予算執行率 91.06％ 

計画等  前年度決算額 58,156,911円 比較増減 △17,207,245円 

事業概要 

退職被保険者等の医療費の自己負担分が限度額を超えた場合、その超えた分を支給する制度です。 

執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

退職被保険者等高額療養費負担金   40,949,666円 

２ 内 容 

一部負担金が自己負担限度額を超える退職被保険者等の世帯に対し、負担額の軽減を図るため、次のと

おり保険給付を行いました。 
年 度 件 数 負 担 額 

平成 28年度 487件 40,891,193円 

平成 27年度 721件 58,133,124円 

※ 負担額と決算額との差 58,473円は、第三者納付金等を差し引いているためです。 

58,473円の内訳は、第三者納付金 51,513円、返納金 6,960円です。 

３ 評 価 

退職被保険者等の高額療養費は、平成 26年度末に退職者医療制度の経過措置が終了したのに伴い、被保

険者数が減少していることから、前年度対比で支給件数は 234件、決算額は 29.6％の減少となりました。 
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限度額適用認定証の発行により、医療機関等の窓口での一時的な負担を軽減することで、被保険者の利

便の向上を図ることができました。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ２ 保険給付費 [項] ５ 出産育児諸費 [目] １ 出産育児一時金 

【事業名】 大・中・小事業 出産育児一時金 

予算現額 58,257,000円 決算額 58,256,668円 予算執行率 100.00％ 

計画等  前年度決算額 58,313,719円 比較増減 △57,051円 

事業概要 

妊娠 85日以上で出産した国民健康保険の被保険者の世帯の世帯主に対し、出産育児一時金を支給する制度で

す。 
執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

出産育児一時金   58,256,668円 

２ 内 容 

国民健康保険の被保険者の出産及び育児の費用負担を軽減するため、次のとおり保険給付を行いました。 
平成 28年度支給件数 139件（平成 27年度支給件数 138件） 

内 訳 

直接支払制度利用             138件 57,118,260円 

償還支払のうち直接支払制度差額支給金   （9件）  734,408円 

償還支払のうち直接支払制度未利用者     1件   404,000円 

３ 評 価 

前年度に比べ、支給件数は 1件増加しましたが、決算額は 0.1％の減少となりました。 

なお、決算額に端数が生じているのは、分娩機関に対する支払額が出産育児一時金の額（1 件当たり

420,000円または 404,000円）に満たない方の差額支給が年度をまたいでいるためです。 

被用者保険等への支給資格の確認により、適正に支出することができました。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ２ 保険給付費 [項] ６ 葬祭諸費 [目] １ 葬祭費 

【事業名】 大・中・小事業 葬祭費補助金 

予算現額 13,500,000円 決算額 12,750,000円 予算執行率 94.44％ 

計画等  前年度決算額 12,300,000円 比較増減 450,000円 

事業概要 

国民健康保険の被保険者が死亡したとき、葬祭を行った者に対し、葬祭費を支給する制度です。 
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執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

葬祭費補助金   12,750,000円 
２ 内 容 

国民健康保険の被保険者の死亡に伴う費用負担を軽減するため、葬祭を行った者に対し、次のとおり保

険給付を行いました。 
平成 28年度支給件数 255件（平成 27年度 支給件数 246件） 

１件当たり支給額 50,000円 

３ 評 価 

被保険者の高齢化に伴い、申請件数は 9件、決算額は 3.7%の増加となりました。 

葬祭を行った者の受給資格の確認により、適正に支出することができました。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ３ 後期高齢者支援金等 [項] １ 後期高齢者支援金等 [目] １ 後期高齢者支援金 

【事業名】 大・中・小事業 後期高齢者支援金 

予算現額 2,287,462,000円 決算額 2,287,461,139円 予算執行率 100.00％ 

計画等  前年度決算額 2,414,688,584円 比較増減 △127,227,445円 

事業概要 

後期高齢者医療制度を支えるため、「後期高齢者支援金」として社会保険診療報酬支払基金へ納付金を支出す

るものです。 

執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

後期高齢者支援金   2,287,461,139円 

２ 内 容 

高齢者の医療費負担の公正性を図るため、社会保険診療報酬支払基金の請求（高齢者医療制度及び病床

転換助成事業納付金等通知書）に基づき支出しました。 

平成 28年度後期高齢者支援金額        2,287,461,139円〔⑤＋(③＋④)〕 

①平成 26年度概算後期高齢者支援金額    2,472,317,892円 

②平成 26年度確定後期高齢者支援金額    2,251,087,564円 

③精算額                 △ 221,230,328円〔②－①〕 

④調整金額                  △ 159,285円 

⑤平成 28年度概算後期高齢者支援金額    2,508,850,752円 

３ 評 価 

後期高齢者医療制度の開始に伴い創設された支援金で、各医療保険者がそれぞれの加入者数に応じて負

担しています。平成 26年度分の支援金の精算について、確定額（被保険者 44,546人、1人当たり負担額
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50,534円）が概算額（被保険者 45,342人、1人当たりの負担額 54,526円）よりも減少し、かつ、平成 28

年度概算額（H28.4～H28.9は、被保険者 43,826人、１人当たり負担額 57,430円の 6/12か月分、H28.10

～H29.3は、被保険者 43,588人、１人当たり負担額 57,373円の 6/12か月分）が平成 27年度概算額（被

保険者 44,908人、１人当たり負担額 56,531円）よりも減少したことから、平成 28年度支援金の決算額は

前年度対比 5.3％の減少となりました。 

※ 平成 28年度概算額は、平成 28年 10月からの被用者保険の適用拡大に伴い、平成 28年 10月分からの

概算額が変更となっています。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ６ 介護納付金 [項] １ 介護納付金 [目] １ 介護納付金 

【事業名】 大・中・小事業 介護納付金 

予算現額 843,173,000円 決算額 843,172,206円 予算執行率 100.00％ 

計画等  前年度決算額 908,323,120円 比較増減 △65,150,914円 

事業概要 

介護保険の費用を賄うことを目的に、各保険者が社会保険診療報酬支払基金に対し納付金を支出するもので

す。 
執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

介護納付金   843,172,206円 

２ 内 容 

介護保険の円滑な運営に資するため、社会保険診療報酬支払基金の請求（介護給付費・地域支援事業支

援納付金額計算書）に基づき支出しました。 

平成 28年度介護給付費納付金額        843,172,206円〔⑤＋(③＋④)〕 

①平成 26年度概算介護給付費納付金額   1,008,333,990円 

②平成 26年度確定介護給付費納付金額    913,291,947円 

③精算額                 △95,042,043円〔②－①〕 

④調整金額                  △131,409円 

⑤平成 28年度概算介護給付費納付金額    938,345,658円 

３ 評 価 

平成 26年度分の納付金の精算について、確定額（被保険者 14,851人、1人当たり負担額 61,497円）が

概算額（被保険者 15,937人、1人当たり負担額 63,270円）よりも減少し、かつ、平成 28年度概算額（H28.4

～H28.9は、被保険者 14,672人、１人当たり負担額 64,221円の 6/12か月分、H28.10～H29.3は、被保険

者 14,564人、１人当たり負担額 64,161円の 6/12か月分）が平成 27年度概算額（被保険者 15,408人、１

人当たり負担額 62,120円）よりも減少したことから、平成 28年度納付金の決算額は前年度対比 7.2％の

減少となりました。 
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※ 平成 28年度概算額は、平成 28年 10月からの被用者保険の適用拡大に伴い、平成 28年 10月分からの

概算額が変更となっています。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ７ 共同事業拠出金 [項] １ 共同事業拠出金 [目] １ 高額医療費共同事業拠出金 

【事業名】 大・中・小事業 高額医療費共同事業拠出金 

予算現額 528,093,000円 決算額 511,330,764円 予算執行率 96.83％ 

計画等  前年度決算額 412,359,741円 比較増減 98,971,023円 

事業概要 

埼玉県国民健康保険団体連合会が実施している高額医療費共同事業に対して、拠出金を負担するものです。 
執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

高額医療費共同事業拠出金   511,330,764円 

２ 内 容 

高額な医療費の発生による国民健康保険財政に与える影響を緩和するため、レセプト 1件あたり 80万円

を超える医療費について、その医療費の規模に応じて埼玉県国民健康保険団体連合会へ拠出金を負担しま

した。前年度対比では、24.0％の増加となりました。なお、拠出金の拠出に対して、交付金が交付されま

す。 

３ 評 価 
埼玉県国民健康保険団体連合会へ拠出金を支出しましたが、交付金の交付を受けたことにより、国保財

政に与える影響を緩和することができました。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ７ 共同事業拠出金 [項] １ 共同事業拠出金 [目] ２ 保険財政共同安定化事業拠出金 

【事業名】 大・中・小事業 保険財政共同安定化事業拠出金 

予算現額 3,882,393,000円 決算額 3,831,608,122円 予算執行率 98.69％ 

計画等  前年度決算額 3,890,883,796円 比較増減 △59,275,674円 

事業概要 

埼玉県国民健康保険団体連合会が実施している保険財政共同安定化事業に対して、拠出金を負担するもので

す。 
執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 

保険財政共同安定化事業拠出金   3,831,608,122円 

２ 内 容 

埼玉県内の市町村国民健康保険間の国民健康保険税の平準化及び国民健康保険財政の安定化を図るため、
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医療費の規模及び被保険者数に応じ、埼玉県国民健康保険団体連合会へ拠出金を負担しました。この制度

の対象となる医療費は、平成 26年度までは 1件当たり 10万円を超えるレセプトが対象でしたが、平成 27

年度より 1件当たり 1円以上のレセプトと全ての医療費に対象が拡大されました。前年度対比では、1.5％

の減少となりました。なお、拠出金の拠出に対して、交付金が交付されます。 

３ 評 価 
埼玉県国民健康保険団体連合会へ拠出金を支出しましたが、交付金の交付を受けたことにより、国保財

政の安定化を図ることができました。  
 《担当課》 健康管理課・地域保健課 

（旧：健康福祉課） 

[款] ８ 保健事業費 [項] １ 特定健康診査等事業費 [目] １ 特定健康診査等事業費 

【事業名】 大・中・小事業 特定健康診査等事業 

予算現額 139,014,000円 決算額 115,477,777円 予算執行率 83.07％ 

計画等  前年度決算額 120,919,496円 比較増減 △5,441,719円 

事業概要 

医療制度改革により、平成 20年度から各保険者に特定健康診査及び特定保健指導が義務付けられました。こ

れは 40歳以上となる被保険者を対象にメタボリックシンドロームに関連した検査項目から、内臓脂肪の蓄積や

高血糖・高血圧等の危険性に着目した予防重視型の健康診断を実施し、生活習慣の改善が必要と判断された方

に対し保健指導を実施するものです。 

執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 
特定健康診査費用（国保連負担金）       108,103,141円 

特定健診等データ管理委託料（委託料）      2,004,833円 

特定健診受診券封入封緘等業務（委託料）      739,950円 

特定健診受診券作成業務（委託料）         306,597円 

その他関係経費（需用費、役務費他）       4,323,256円 

２ 内 容 
特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の向上のため、各種団体等を通じての受診勧奨、啓発活動

やキャンペーン等を実施しました。 
３ 評 価 

平成 27年度の受診率は、40.7％でした。平成 20年度の受診率 31.6％から着実に受診率を伸ばしてきま

したが、目標値特定健診受診率 50％、特定保健指導実施率 40％には達していませんので、今後も被保険者

への特定健康診査の未受診者対策や継続受診の勧奨、受診環境の整備を行うとともに、関係機関とも協力

しながら、受診率向上に努めてまいります。 
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【特定健康診査等実施状況】 

法定報告（翌年度 11月１日の受診状況であり、最終報告値となるもの） 

 平成 26年度 平成 27年度 前年度対比 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 受診率増減 

特定健診 29,303人 11,299人 38.6％ 28,609人 11,642人 40.7％ 2.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 

保健指導 1,215人 77人 6.3％ 1,330人 119人 8.9％ 2.6 ﾎﾟｲﾝﾄ 

 
 

動機付支援 931人 67人 7.2％ 1,081人 107人 9.9％ 2.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 

積極的支援 284人 10人 3.5％ 249人 12人 4.8％ 1.3 ﾎﾟｲﾝﾄ  
 《担当課》 健康管理課（旧：健康福祉課） 

[款] ８ 保健事業費 [項] ２ 保健事業費 [目] ２ 疾病予防費 

【事業名】 大・中・小事業 人間ドック等助成事業 

予算現額 78,824,000円 決算額 67,903,810円 予算執行率 86.15％ 

計画等  前年度決算額 69,471,380円 比較増減 △1,567,570円 

事業概要 

国民健康保険に加入している満 30歳以上の被保険者を対象に、人間ドックと脳ドックの受検に対して、それ

ぞれ年度内 1回を限度として、28,000円を助成するものです。 

執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 
人間ドック等助成交付金   67,900,000円 

２ 内 容 
疾病の早期発見・早期治療及び健康管理を促進していくため、人間ドック等の費用の一部を助成しまし

た。平成 28年度の助成による受検者数は、人間ドック 2,035人、脳ドック 390人、合計 2,425人でした。 
【各ドックの助成状況】 

人間ドック 

年 齢 
平成 27年度 平成 28年度 前年度対比 

男 女 計 男 女 計 増減 増減率 

30 ～ 39歳 41人 30人 71人 37人 38人 75人 4人 5.6％ 

40 ～ 49歳 75人 50人 125人 75人 42人 117人 △8人 △6.4％ 

50 ～ 59歳 81人 97人 178人 85人 103人 188人 10人 5.6％ 

60 ～ 69歳 590人 513人 1,103人 580人 510人 1,090人 △13人 △1.2％ 

70歳 ～ 357人 222人 579人 335人 230人 565人 △14人 △2.4％ 

合 計 1,144人 912人 2,056人 1,112人 923人 2,035人 △21人 △1.0％ 
 
脳ドック 

年 齢 
平成 27年度 平成 28年度 前年度対比 

男 女 計 男 女 計 増減 増減率 

30 ～ 39歳 5人 5人 10人 8人 4人 12人 2人 20.0％ 

40 ～ 49歳 12人 9人 21人 12人 8人 20人 △1人 △4.8％ 

50 ～ 59歳 19人 19人 38人 20人 17人 37人 △1人 △2.6％ 

60 ～ 69歳 127人 103人 230人 108人 90人 198人 △32人 △13.9％ 

70歳 ～ 60人 66人 126人 65人 58人 123人 △3人 △2.4％ 

合 計 223人 202人 425人 213人 177人 390人 △35人 △8.2％ 
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人間ドック・脳ドック（集計） 

 
平成 27年度 平成 28年度 前年度対比 

男 女 計 男 女 計 増減 増減率 

合 計 1,367人 1,114人 2,481人 1,325人 1,100人 2,425人 △56人 △2.3％ 

３ 評 価 
前年度の受検者数と比較すると全体では、人間ドックが 1.0％（21人）、脳ドックが 8.2％（35人）と減

少しました。しかし、疾病を早期に発見して治療に繋げていくことは、疾病の重症化を防ぎ、長期的には

医療費の削減に効果をあげるものと捉え、今後も特定健康診査と同様に受診を促進していきます。  
 《担当課》 国保医療課（旧：保険年金課） 

[款] ８ 保健事業費 [項] ２ 保健事業費 [目] ２ 疾病予防費 

【事業名】 大・中・小事業 健康保持増進事業 

予算現額 19,350,000円 決算額 11,622,733円 予算執行率 60.07％ 

計画等  前年度決算額 13,765,215円 比較増減 △2,142,482円 

事業概要 

国民健康保険に加入している被保険者が、生活習慣病等の予防及び自己健康管理をしていただくために実施

する事業です。 

執行状況及び主要な事業の成果 

１ 主な支出項目 
糖尿病性腎症重症化予防事業分担金   11,223,304円 

２ 内 容 
平成 24年度より実施している生活習慣病予防キャンペーン等の実施、生活習慣病等の予防に関するポス

ターの掲示等の他に、データヘルス計画に基づく糖尿病性腎症重症化予防事業を実施しました。糖尿病性

腎症重症化予防事業については、医療費の適正化、被保険者の生活の質（QOL）の維持・向上及び健康寿命

の延伸を図ることを目的に、入間地区医師会の協力により、平成 26年度から埼玉県内でいち早く実施して

います。平成 28年度からは、県共同事業に参加して継続実施しました。この事業は、糖尿病性腎症で通院

する患者のうち重症化するリスクの高い者に対し、人工透析への移行を阻止・遅延するための保健指導（生

活習慣の改善）を行い、また、医療機関への未受診者や受診中断者と思われる者に対し、医療機関への受

診勧奨を行いました。さらに、平成 28年度から、過去に保健指導に参加した方への継続支援（保健指導）

を実施しています。 

３ 評 価 
保健指導については、26人の方に参加いただきましたが、修了した方は 21人でした。受診勧奨につい

ては、166人（未受診者 146人、受診中断者 20人）の対象者に通知しました。また、継続支援（3年間）

については、8人の方が参加しています。 

平成 26年度から平成 28年度までの保健指導修了者は、56人となっています。 


